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カーボンニュートラルと洋上風力発電
2050年カーボンニュートラルの実現

10MWの風車を4,500基設置
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経産省HP

洋上風力ビジョン（2020）
2040年までに4,500万kW達成

ヒト・モノ・カネが集まるきっかけ
→地域産業の活性化2019年 再エネ海域利用法施行



再エネ海域利用法について
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一定の準備段階
に進んでいる区域

有望な区域

促進区域

法定協議会設置

促進区域指定や事業者公募
の留意点について情報提供

事
前
調
整

入札参加予定の複数の事業者
が、環境影響評価や風況調査、
ステークホルダーとの話し合
いを個別に開始していること
が多い(堀上, 2021)。
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洋上風力発電の事業計画

長崎県五島市
１基稼働中＋8基建設

千葉県銚子市
１基稼働中
＋31基建設

秋田県港湾に建設中
＋約100基建設

福岡県北九州市
１基稼働中＋計画中

東京電力HP

ここで示した以外に
も多くの計画あり
→ヒト・モノ・カネが
集まる＝地域活性化



ヒト・モノ・カネが集まって実現した事例

7コスモエネルギーホールディングス株式会社HP

あおもりを、食べよう！
プロジェクト



合意形成とは？

長期的な展望や将来起こりうる展開を探ることで、
参加者は個人的な確信や関心からある程度距離を置くようになり、

最終的には新しい文脈への適応意欲を高めることになる
(Soma et al., 2015)。

再生可能エネルギー事業を行う上で、「土着の知」を組み込んで
いく作業により、地域発展に寄与する付加価値を
生み出すことが可能になる。(Hindmarsh, 2010)

持続可能な社会づくりにおいて、議論を通じて、
多様な価値観を顕在化させた上で、

それらを調整し意思決定を行なっていく過程のこと。
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再エネ推進における参加の機会(Kumar and Paddison, 2020 )
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①情報参加
②協議
③協働

地域と共生する
再エネの推進

キ
ー
パ
ー
ソ
ン

大規模再エネ事業への参加の機会

ステークホルダーが関係自治体や事業者ととも
に事業や関連事業に取り組む場(ex.漁業振興)

ステークホルダーが関係自治体や事業者と協
議することができる場（ex.協議会）

ステークホルダーが、事業計画に関する情
報を得ることができる場（ex.説明会）

意味のある情報を提供し、ステークホルダー間の関係を育
むことで、効果的なコミュニケーションの触媒となって、
すべてのステークホルダーの利益を最大化する機会を形成



五島市におけるこれまでの経緯
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2011           2012          2013          2014          2015           2016          2017          2018          2019       2020          2021

サイト選定
½モデル

実証
事業 2MW

商⽤運転

再エネ推進会議 規制⼿続、環境、漁業WG

発電
事業

事業計画・環境影響評価

離島漁業振興策研究会 事業者＆漁業者が主に⽔素漁船の開発を検討
法定協議会

再エネ産業育成研究会 再エネ関連産業について検討
協議会 浮体式実⽤化部会 事業検討



五島市の経緯
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再エネ産業育成研究会
(2015.06-)

浮体式実用化部会
(2015.09-)

離島漁業振興策研究会
(2016.03-現在）
再エネ推進協議会
(2015.04-)
法定協議会
(2019)

地域講演会
(2015.07-2016.10)、その他説明会

再エネ推進における
参加の機会

①情報参加

②協議

③協働

漁業振興基金の設立
漁船の保険料や漁船の燃料代
の一部に充てる

分野別協議会→
共同調査や勉強会を通じて課題解決
海洋発電の導入、新電力設立
などにつながった



離島漁業振興策研究会
メンバー：水産研究・教育機構、五島市、長崎県、漁業関係者、トヨタ自動車
株式会社（技術顧問）、戸田建設（技術顧問）、国土交通省、環境省等

主な目的：「漁業振興のための水素漁船開発」
その他の取り組み：
例1) 漁船漁業の省エネ化
漁船に「Dr.省エネ」を取り付けて運転時の燃料消費量を見える化し、漁業者と
の勉強会を開催することで、漁船運転の省エネ化を図る。
例2) 磯焼け対策
漁業者との勉強会を開催しながら、磯焼け対策の根本的な問題を特定し、解決
策を一緒に考える。
→どちらも水産研究所の研究者＋地元の漁業者による勉強会、共同調査
→キーパーソン：行政、地域の水産研究所の研究者
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燃料電池船
https://www.env.go.jp
/earth/ondanka/cpttv_
funds/pdf/db/140.pdf



現地調査(発表者撮影)
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五島市の事例からの学び
•分野別の協議会を設立することで，ステークホルダーとの協議を
通じて協働の取り組みが行われていた。→関係者とステークホル
ダーの信頼関係の構築
•協働のテーマは小規模で比較的早期に成果が出やすいものについ
て行うことで，ステークホルダーが成果を実感しやすくなる。
•早期の段階における，行政職員の支援が有効
• 成功事例を制度化し，他地域へ広げていく
• 協働の取り組みを再エネ海域利用法の法定協議会の議論につなげる

•協働の具体的な事業を進める上では，企業や研究機関などの専門
的な知見を有する人材の積極的な関わりが不可欠
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